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平成16年財政再計算に基づく公的年金制度の財政検証  

要  

第1章 公的年金の概要、財政再計算とその財政検証等  

（1） 財政再計算に基づく財政検証   

この報告書で行う平成16年財政再計算に基づく財政検証は、平成13年の閣議決定を  

受けて、被用者年金制度の安定性と公平性の確保に関して行うものであり、被用者年金  

制度を主とし、国民年金を含めた全公的年金を対象としている。  

第2幸 平成16年財政再計算結果  

（1）被保険者数の見通し   

各制度とも被保険者数は2005年度から2100年度にかけて減少していく。平成16年財  

政再計算結果によると、厚生年金では3，230万人から2100年度の1，420万人へ、国共済  

＋地共済では416万5千人から146万6千人へ、私学共済では44万2千人から20万2  

千人へ、国民年金第1号被保険者では2，190万人から890万人へ減少していく見通しで  

ある。   

（2）受給者数の見通し   

各制度とも受給者数（年金種別合計）は、当初増加し、2040年度前後（私学共済は2060  

年代半ば）をピークに減少に転じる見通しである。   

（3）保険料（率）の見通し   

平成16年財政再計算結果によると、国共済＋地共済、私学共済の最終保険料率は、厚  

生年金の18．3％を上回っている。国共済＋地共済では、2100年度の積立度合が1から4  

の4通りの試算が示されており、最終保険料率は18．8％から19．2％となっている。私学  

共済の最終保険料率は、毎年の引上げ幅が0．354％の場合は18．5％、0．231％の場合は  

20．7％となっている。 また、国民年金の最終保険料は、16，900円（平成16年度価格）  

である。  

第3章 安定性の確保に関する検証  

3－1 検証の観点  

（1）検証の観点   

年金制度の安定性の確保に関しては、保険料水準固定方式の場合には、「給付水準が急  

激に引き下げられるおそれや、老後の基本的部分を支えられなくなるおそれのないこと」  
という観点から、給付先決め方式注の場合には、「保険料率が急激に引き上げられるおそ  

れや、負担が過大なものとなるおそれのないこと」という観点から検証する。   

注：給付が厚生年金の給付設計に準拠する形で先に決まり、財政の均衡を保つよう必要な保険料率が後  

から定まる方式  
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3－2 給付水準と保険料率   

（2）給付水準   

厚生年金の標準的な年金の所得代替率は、今後緩やかに低下し、2023年度以降50．2％  

となる見込みである。厚生年金については、保険料水準固定方式の場合の観点に照らし、  

平成16年財政再計算の前提で推移していく場合には安定性が確保されているものと考  

える。   

（3）マクロ経済スライド   

マクロ経済スライドにより、最終的には給付が約15％抑制される見込みである。この  

給付の抑制効果は年金財政にとって大きなプラス要因であり、マクロ経済スライドは年  

金財政の安定性に大きく寄与しているものと考える。   

（4）保険料率   

共済年金の保険料率は、毎年0．354％注ずつ引き上げられ、最終保険料率は、国共済＋  

地共済が18．8％～19．2％、私学共済が18．5％になる見込みである。各共済年金について  

は、給付先決め方式の場合の観点に照らし、平成16年財政再計算の前提で推移していく  

場合には安定性は確保されているものと考える。  

注：国共済は、2009年9月に地共済と保険料率をそろえるまでの間、毎年0．129％の引上げ幅  

3－3 各財政指標による評価   

（5）年金扶養比率   

年金扶養比率は、各制度とも今後2050年度頃までにかけて次第に低下していく見込み  

であり、特に私学共済で非常に急速に低下（成熟化）していく。その後は安定して推移  

し、2100年度には、厚生年金1．66、国共済＋地共済1．20、私学共済2．45、基礎年金1．4  

となる。   

（6）総合費用率   

総合費用率は、2100年度には、厚生年金20．4％、国共済＋地共済23．6％、私学共済  

24．0％になる見込みである。特に私学共済で急激なスピードで上昇していく。   

（7）収支比率   

2100年度の収支比率をみると、厚生年金（106．6％）と国民年金（106．2％）は比較的安定  

した水準であるが、国共済＋地共済（積立度合1で120．1％）と私学共済（123．9％）は支出  

の2割程度を積立金の取崩しにより賄っている状態である。  
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3－4 積立水準  

（8）積立比率   

積立比率は、2005年度には厚生年金が6．2、国民年金が4．6であるのに対し、国共済  

＋地共済が9．6（国共済7．5、地共済10．2）、私学共済が10．3と、共済年金でかなり高  

くなっている。各制度とも、2030～2035年度頃をピークに一貫して低下する見込みであ  

り、2100年度では、厚生年金1．3、国共済＋地共済1．4（積立度合1）、私学共済1．5、  

国民年金2．3となる。   

（9）積立金による保険料率の軽減効果   

積立金の運用収入分及び取崩し分を料率換算してみると、各制度ともかなり高い率と  

なっている。総合費用率と保険料率を比較することで、積立金による保険料率の軽減効  

果をみると、ピーク時では、厚生年金で4．5％、国共済＋地共済で6．4％、私学共済で  

9．9％の保険料率が軽減されている。 また、国民年金ではピーク時で約4，180円（平成  

16年度価格）の保険料が軽減されている。  

3－5 各制度の年金の財源と給付の内訳   

（10）給付現価   

各制度の給付現価は、厚生年金が1，710兆円、国共済＋地共済が301．5兆円、私学共  

済が26．7兆円、国民年金が280兆円である。国共済＋地共済では、他制度と比べ過去期  

間に係る分の給付現価の割合が大きい。   

（11）財源の現価   

財源の構成は、厚生年金で、保険料現価が7割、国庫負担現価が2割、積立金から得  

られる財源の現価が1割となっており、国共済＋地共済（積立度合1）では積立金から  

得られる財源の現価の割合が若干大きい。また、国民年金では国庫負担の現価が5割以  

上を占める。  

3－6 前提を変更した場合の影響   

（12）前提の変更   

財政再計算の前提を、少子化改善、少子化進行、経済変更1、経済変更2、死亡率改  

善なし、拠出金単価のみ変更（共済年金のみ）のケースに変更して、財政見通しを作成し、  

基準ケース（財政再計算結果）と比較した。  

注：経済変更1は、平成21年度以降、運用利回り3．1％、賃金上昇率1．8％、物価上昇率1．0％  

経済変更2は、平成21年度以降、運用利回り3．3％、賃金上昇率2．5％、物価上昇率1．0％  
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（13）給付水準への影響   

2004年度を100とした所得代替率指数でみると、最終的には、少子化進行では78、経  

済変更1では83と、基準ケースの85より低くなっている。逆に、少子化改善では87、  

経済変更2では86、死亡率改善なしでは92と、基準ケースより高くなっている。  

《参考》前提を変更した場合の影響  

基準   少子化   少子化  経済変更  経済変更  死亡率   
拠出金  

ケース   改善   進行   1   2   改善なし   
単価のみ  

変更  

所得代替率指数（2004年度＝100）  

85   87   78   83   86   92   85  

（2023）   （2020）   （2031）   （2027）   （2023）   （2014）   （2023）   

最終保険料率   

厚生年金   18．3％   18．3％   18．3％   18．3％   18，3％   18．3％  

（2017）   （2017）   （2017）   （2017）   （2017）   （2017）   

国共済   18．8％   18，8％   18．8％   18．7％   19．0％   18．9％   19．0％   

＋地共済   （2020）   （2020）   （2020）   （2020）   （2020）   （2020）   （2020）   

私学共済   18．5％   18．0％   19．9％   18．3％   19．0％   17．8％   18．7％  

（2027）   （2026）   （2031）   （2027）   （2029）   （2．025）   （2028）  

注：（）内は到達年度である。   

（14）保険料率への影響   

厚生年金では、保険料水準固定方式によって、いずれの場合も最終保険料率は18．3％  

である。   

国共済＋地共済では、マクロ経済スライドによって、最終保険料率は、少子化進行、  

少子化改善ともに基準ケースと同じく18．8％となっている。また、経済変更1の最終保  

険料率は18．7％と、基準ケースより低く、経済変更2は19．0％、死亡率改善なしは18．9％、  

拠出金単価のみ変更は19．0％と、基準ケースより高くなっている。   

私学共済では、少子化進行は19．9％、経済変更2は19．0％、拠出金単価のみ変更は  

18．7％と、基準ケースの18．5％より高く、少子化改善は18．0％、経済変更1は18．3％、  

死亡率改善なしは17．8％と、基準ケースより低くなっている。  

（（13）の《参考》を参照）  

3－7 制度改正各項目の影響  

（15）国庫・公経済負担割合の引上げの影響   

被用者年金各制度とも、基礎年金の国庫・公経済負担割合の引上げにより、最終保険  

料率は、厚生年金では3．1ポイント、国共済＋地共済では2．6ポイント、私学共済では  

3．3ポイント低下している。  
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（16）保険料水準固定方式の導入とスライド調整の影響   

保険料水準固定方式の導入（厚生年金・国民年金）とスライド調整により、厚生年金  
では最終保険料率が4．5ポイント低下した結果、給付水準が2割弱低下している。それ  

を受けた共済年金は、給付水準が2割弱低下した結果、最終保険料率が国共済＋地共済  

では6．1ポイント、私学共済では4．0ポイント低下している。   

（17）永久均衡方式から有限均衡方式に変更したことによる影響   

有限均衡方式への変更により、被用者年金各制度とも給付水準の低下が約3ポイント  
緩和された。さらに、最終保険料率の抑制も図られ、国共済＋地共済では0．8ポイント、  

私学共済では0．5ポイント低下している。  

第4章 公平性の確保に関する検証   

（1）検証の観点   

年金制度間の公平性の確保に関して、「基本的には、制度間で、過去の運営状況等を考  

慮した上で、同じ年金給付に対する保険料水準に差がないこと」という観点から検証す  

る。   

具体的には、各制度の給付を基礎年金拠出金分（1階部分）、厚生年金報酬比例相当部  

分（2階部分）、共済年金職域部分（3階部分）に分け、被用者年金の共通の給付である  

1階部分及び2階部分について保険料水準をみる。   

（2）保険料率の振り分け   

保険料率は一体として設定されており本来的には分けることはできないが、制度間の  

公平性を検証するために、以下の方法で平成16年財政再計算に基づく保険料率を機械的  

に振り分ける。  

■▲＝＝＝＝＝■■■■●■■■■■■■■●■■t＝■■＝●t＝＝＝■■■■■■■…＝■■■■■■＝■t＝＝■■■■●■■■■t＝＝＝＝■t＝＝■＝＝●■＝■■■■■■■■■■■▲■■■■■■■■■■●■●■■●■●■■■  

《保険料率の振り分け方法》．  

基礎年金拠出金相当保険料率分を1階部分の保険料率相当分として先取りし、  

残りの料率を当該年度の2階部分と3階部分の給付費で按分することにより、  

2階部分及び3階部分の保険料率相当分を算出  

（3） 2階部分の給付に係る保険料水準   

2階部分の保険料率相当分は、短期的には違いがみられるが、今後その違いは解消さ  

れていく見込みであり、長期的には各制度とも同程度の水準となる。  

《参考》 2階部分の保険料率相当分（機械的な粗い試算）  

2005年度  2050年度  2100年度  

厚生年金  9．3％  12．2％  12．6％  

国共済＋地共済   10．2％（国共済）12．3％（積立度合1）12．5％（積立度合1）  

9．4％（地共済）  

6．4％  私学共済  12．2％  12．4％   
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（4）1階部分の給付に係る保険料水準  

1階部分の保険料率相当分（基礎年金拠出金相当保険料率）は、厚生年金と比べ共済  

年金で低くなっている。この差は、各制度が頭割りで基礎年金拠出金を拠出する一方で、  

この定額の拠出分を各制度により異なる標準報酬総額で料率に換算するために生じてい  

る。   

（5）職域部分を除く給付に係る保険料水準   

職域部分を除く保険料率相当分（1階部分と2階部分の保険料率相当分を合算したも  

の）をみると、2005年度では、厚生年金が14．3％、国共済が13．5％、地共済が12．7％、  

私学共済が9．9％、2100年度では、厚生年金が18．3％、国共済＋地共済16．5％（積立度  

合1）、私学共済16．5％となっており、被用者年金制度間で差がみられる。   

《参考》職域部分を除く保険料率相当分（機械的な粗い試算）  

2005年度  2050年度  2100年度  

厚生年金  14．3％  18．3％  18．3％  

国共済＋地共済  13．5％（国共済）16．5％（積立度合1）16．5％（積立度合1）  

12．7％（地共済）  

私学共済  9．9％  16．5％  16．5％  

（6）年金制度間の公平性  

（5）のような差を解消するためには、財政単位の拡大及び共通部分についての費用負  
担の平準化を図っていくことが必要となる。   

ただし、職域部分を除く保険料率相当分の現在の差については、各制度の成熟の程度  
の違いや、制度が分立している中で各制度が独自の財政計画に基づき運営してきたこと  

等によって生じていることに、十分な注意を払う必要がある。   

長期的には、職域部分を除く保険料率相当分の差は、共済年金間ではほとんどなくな  
るが、厚生年金と共済年金の間では残る見通しである。この差は、1階部分の保険料率  

相当分の差によって生じているものであり、2階部分の保険料率相当分についての差は  

ほとんどなくなる。   

以上のような制度間の職域部分を除く保険料率相当分の差は、被用者年金制度の財政  
単位の一元化を図るなどの方法を採らない限り、完全になくすことは困難である。  

第5章 将来見通しの推計方法の検証  

（1）基礎数、基礎率の種類   

基礎数、基礎率の使用状況をみると、同様の基礎数、基礎率が用いられているが、制  

度により、若干の違いが見られる。   

（2）基礎数の作成方法とそのデータ   

基礎数は、被保険者に係るもの、待期者に係るもの、受給権者に係るものに大別され  

るが、各制度とも利用し得る最も近い実績に基づき作成されており、妥当なものだとい  

える。  
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（3）基礎率の設定方法とその数値   

今回の再計算で用いられた基礎率は、おおむね実績に基づき作成されており、制度の  

特性に応じた差を除けば大きな差異はなく、妥当といえる。   

（4）将来見通しの計算過程（アルゴリズム）   

いずれの制度についても、前年度までの推計値（初期値として基礎数を投入する。）に  

基づき、当年度の推計値を順次推計している。   

今回の財政再計算では、制度によっては再加入をすべて新規加入とみなしたり、繰上  

げ支給がないものとした簡略化はあったものの、制度改正の内容は盛り込まれており、  

計算式についてもおおむね妥当といえる。  

第6章 年金財政の評価   

（1）将来の被保険者数の見通し   

被保険者数の見込牢については、全制度とも将来推計人口の中位推計を基としている  

が、その変動は財政や給付水準に大きな影響を与えることを考えれば、今回使用された  

見通しがより確実に実現するようなあらゆる政策を検討、実施していくことが重要であ  

る。   

（2）年金財政の特性と動き   

年金数理的な観点からは、今回使用した基礎数、基礎率などがそのまま推移するとし  

て、今後5年ごとに有限均衡方式で将来見通しの作成や財政再計算が行われていくとす  

ると、給付水準や最終保険料率が見直されて今回計算した永久均衡方式での数値に近づ  

き、最終的には今回の永久均衡方式の下での結果よりも低い給付水準や高い最終保険料  

率になることが考えられる。   

（3）前提を変更した場合の試算の充実   

今後の財政見通しの作成や財政再計算の際には、今回行った試算も含め、さらに多く  

の試算を行い、財政の安定性についてより正確な理解ができるようにすべきである。例  

えば、経済前提であれば、変動の幅を広げたものや個々の要素単独での変更によるもの、  

また、死亡率については将来推計人口での見通しよりもさらに改善が進んだ場合の試算  

等が必要であろう。   

（4）前提の設定について   

将来の被保険者数などの設定の際には、就業率や失業率など、一般に広く知られてい  

る指標を使用するか、それとの関連性を説明するなどの必要がある。   

（5） さらに長期の推計について   

今回の将来見通しでは、推計期間の後半から最終段階まで積立金の水準が低下し続け  

る姿が提示されることとなり、将来の年金財政の安定性について疑義を感じる要因とな  

っている。 100年以上後の姿を表すのは困難なことではあるが、これらの問題に答え得  

るような推計方法、期間についての検討が必要である。  
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（6）確率的将来見通し   

前提の変更の一つの方法として、確率的将来見通し（StochasticProjection）がある。  
各基礎率について一定の確率分布をすると考え、その確率で実現するとした試算を数多  

く行うことにより、当該制度の財政状況の将来のあり得る可能性（確率）を計算するも  

のである。どの基礎率について、どのような分布を設定するか、複数の基礎率間の整合  

性をどうするかなどの問題があるが、ある程度の割切りをした上でも、この確率的将来  

見通しを作成していくことは、年金制度の安定性をより詳細に検討するために必要とな  

っていくと考えられ、各制度の担当者による検討が望まれる。   

（7）年金数理担当者の必要性   

各年金財政の特徴を熟知し、財政再計算で作成される見通しへの責任を明確にするた  
めにも、各制度に年金数理人など年金数理に深い見識を有する数理担当者を配置するな  

どの措置が必要と考えられる。  
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